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情
報
通
信
技
術
の
活
用
に
よ
る
行
政
手
続
等
に
係
る
関

係
者
の
利
便
性
の
向
上
並
び
に
行
政
運
営
の
簡
素
化
及
び

効
率
化
を
図
る
た
め
の
行
政
手
続
等
に
お
け
る
情
報
通
信

の
技
術
の
利
用
に
関
す
る
法
律
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法

律
の
一
部
の
施
行
期
日
を
定
め
る
政
令
を
こ
こ
に
公
布
す

る
。御

名

御

璽

令
和
二
年
四
月
二
十
二
日

内
閣
総
理
大
臣

安
倍

晋
三

政
令
第
百
四
十
七
号

情
報
通
信
技
術
の
活
用
に
よ
る
行
政
手
続
等
に
係

る
関
係
者
の
利
便
性
の
向
上
並
び
に
行
政
運
営
の

簡
素
化
及
び
効
率
化
を
図
る
た
め
の
行
政
手
続
等

に
お
け
る
情
報
通
信
の
技
術
の
利
用
に
関
す
る
法

律
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
一
部
の
施
行
期

日
を
定
め
る
政
令

内
閣
は
、
情
報
通
信
技
術
の
活
用
に
よ
る
行
政
手
続
等

に
係
る
関
係
者
の
利
便
性
の
向
上
並
び
に
行
政
運
営
の
簡

素
化
及
び
効
率
化
を
図
る
た
め
の
行
政
手
続
等
に
お
け
る

情
報
通
信
の
技
術
の
利
用
に
関
す
る
法
律
等
の
一
部
を
改

正
す
る
法
律
（
令
和
元
年
法
律
第
十
六
号
）
附
則
第
一
条

第
八
号
の
規
定
に
基
づ
き
、
こ
の
政
令
を
制
定
す
る
。

情
報
通
信
技
術
の
活
用
に
よ
る
行
政
手
続
等
に
係
る
関

係
者
の
利
便
性
の
向
上
並
び
に
行
政
運
営
の
簡
素
化
及
び

効
率
化
を
図
る
た
め
の
行
政
手
続
等
に
お
け
る
情
報
通
信

の
技
術
の
利
用
に
関
す
る
法
律
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法

律
附
則
第
一
条
第
八
号
に
掲
げ
る
規
定
の
施
行
期
日
は
、

令
和
二
年
十
月
一
日
と
す
る
。

厚
生
労
働
大
臣

加
藤

勝
信

内
閣
総
理
大
臣

安
倍

晋
三

労
働
安
全
衛
生
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
を

こ
こ
に
公
布
す
る
。

御

名

御

璽

令
和
二
年
四
月
二
十
二
日

内
閣
総
理
大
臣

安
倍

晋
三

４

特
定
化
学
物
質
の
追
加

特
定
化
学
物
質
の
う
ち
、
第
二
類
物
質
に
、
塩
基
性

酸
化
マ
ン
ガ
ン
等
及
び
溶
接
ヒ
ュ
ー
ム
等
を
追
加
す
る

こ
と
と
し
た
。（
別
表
第
三
第
二
号
関
係
）

５

施
行
期
日

こ
の
政
令
は
、
令
和
三
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る

こ
と
と
し
た
。

政
令
第
百
四
十
八
号

労
働
安
全
衛
生
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政

令

内
閣
は
、
労
働
安
全
衛
生
法
（
昭
和
四
十
七
年
法
律
第

五
十
七
号
）
第
十
四
条
、
第
三
十
一
条
の
二
、
第
六
十
五

条
第
一
項
、
第
六
十
六
条
第
二
項
及
び
第
百
十
三
条
の
規

定
に
基
づ
き
、
こ
の
政
令
を
制
定
す
る
。

労
働
安
全
衛
生
法
施
行
令
（
昭
和
四
十
七
年
政
令
第
三

百
十
八
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
六
条
第
十
八
号
中
「
34
の
２
」
を
「
34
の
３
」
に
改

め
る
。

第
二
十
一
条
第
七
号
中「
特
定
化
学
物
質
」の
下
に「（
同

号
34
の
２
に
掲
げ
る
物
及
び
同
号
37
に
掲
げ
る
物
で
同
号

34
の
２
に
係
る
も
の
を
除
く
。）」
を
加
え
、「
34
の
２
」
を

「
34
の
３
」
に
改
め
る
。

第
二
十
二
条
第
一
項
第
三
号
中
「
34
の
２
」
を
「
34
の

３
」
に
改
め
る
。

別
表
第
三
第
二
号
33
中「（
塩
基
性
酸
化
マ
ン
ガ
ン
を
除

く
。）」
を
削
り
、
同
号
中
34
の
２
を
34
の
３
と
し
、
34
の

次
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

34
の
２

溶
接
ヒ
ュ
ー
ム

附

則

（
施
行
期
日
）

１

こ
の
政
令
は
、令
和
三
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
作
業
主
任
者
に
関
す
る
経
過
措
置
）

２

事
業
者
は
、
改
正
後
の
労
働
安
全
衛
生
法
施
行
令
第

六
条
第
十
八
号
に
掲
げ
る
作
業
（
改
正
前
の
労
働
安
全

衛
生
法
施
行
令
第
六
条
第
十
八
号
に
掲
げ
る
作
業
に
該

当
す
る
も
の
を
除
く
。）に
つ
い
て
は
、
令
和
四
年
三
月

三
十
一
日
ま
で
の
間
は
、
当
該
作
業
の
作
業
主
任
者
を

選
任
す
る
こ
と
を
要
し
な
い
。

厚
生
労
働
大
臣

加
藤

勝
信

内
閣
総
理
大
臣

安
倍

晋
三

〇
最
高
裁
判
所
規
則
第
六
号

会
社
非
訟
事
件
等
手
続
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則

を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
二
年
四
月
二
十
二
日

最
高
裁
判
所

会
社
非
訟
事
件
等
手
続
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る

規
則

会
社
非
訟
事
件
等
手
続
規
則
（
平
成
十
八
年
最
高
裁
判

所
規
則
第
一
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
四
十
四
条
の
次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。

（
表
題
部
所
有
者
不
明
土
地
の
登
記
及
び
管
理
の
適
正

化
に
関
す
る
法
律
の
規
定
に
よ
る
非
訟
事
件
の
手
続
へ

の
準
用
）

第
四
十
四
条
の
二

第
一
章
の
規
定
は
、
そ
の
性
質
に
反

し
な
い
限
り
、
表
題
部
所
有
者
不
明
土
地
の
登
記
及
び

管
理
の
適
正
化
に
関
す
る
法
律
（
令
和
元
年
法
律
第
十

五
号
）
の
規
定
に
よ
る
非
訟
事
件
の
手
続
に
つ
い
て
準

用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、第
三
条
第
一
項
中「
次

に
掲
げ
る
書
類
」
と
あ
る
の
は
「
所
有
者
等
特
定
不
能

土
地
又
は
特
定
社
団
等
帰
属
土
地
の
登
記
事
項
証
明

書
」
と
、
同
条
第
二
項
中
「
前
項
第
一
号
」
と
あ
る
の

は
「
前
項
」
と
、「
同
号
に
掲
げ
る
」
と
あ
る
の
は
「
同

項
に
規
定
す
る
」
と
、
第
四
条
中
「
申
立
て
に
係
る
会

社
」
と
あ
る
の
は
「
所
有
者
等
特
定
不
能
土
地
又
は
特

定
社
団
等
帰
属
土
地
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。

２

特
定
不
能
土
地
等
管
理
命
令
又
は
特
定
社
団
等
帰
属

土
地
等
管
理
命
令
の
申
立
人
は
、
裁
判
所
に
対
し
、
次

に
掲
げ
る
書
類
を
提
出
す
る
も
の
と
す
る
。

一

所
有
者
等
特
定
不
能
土
地
又
は
特
定
社
団
等
帰
属

土
地
に
係
る
不
動
産
登
記
法
（
平
成
十
六
年
法
律
第

百
二
十
三
号
）
第
十
四
条
第
一
項
の
地
図
又
は
同
条

第
四
項
の
地
図
に
準
ず
る
図
面
の
写
し
（
当
該
地
図

又
は
地
図
に
準
ず
る
図
面
が
電
磁
的
記
録
に
記
録
さ

れ
て
い
る
と
き
は
、
当
該
記
録
さ
れ
た
情
報
の
内
容

を
証
明
し
た
書
面
）

二

所
有
者
等
特
定
不
能
土
地
又
は
特
定
社
団
等
帰
属

土
地
の
所
在
地
に
至
る
ま
で
の
通
常
の
経
路
及
び
方

法
を
記
載
し
た
図
面

三

申
立
人
が
所
有
者
等
特
定
不
能
土
地
又
は
特
定
社

団
等
帰
属
土
地
の
現
況
の
調
査
又
は
評
価
を
し
た
場

合
に
お
い
て
当
該
調
査
の
結
果
又
は
評
価
を
記
載
し

た
文
書
を
保
有
す
る
と
き
は
、
そ
の
文
書

３

第
四
十
二
条
第
一
項
の
規
定
は
、
表
題
部
所
有
者
不

明
土
地
の
登
記
及
び
管
理
の
適
正
化
に
関
す
る
法
律
第

二
十
条
第
三
項
及
び
第
四
項
（
こ
れ
ら
の
規
定
を
同
法

第
三
十
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）

の
規
定
に
よ
る
登
記
の
嘱
託
に
つ
い
て
準
用
す
る
。

附

則

こ
の
規
則
は
、
表
題
部
所
有
者
不
明
土
地
の
登
記
及
び

管
理
の
適
正
化
に
関
す
る
法
律
（
令
和
元
年
法
律
第
十
五

号
）
附
則
た
だ
し
書
に
規
定
す
る
規
定
の
施
行
の
日
か
ら

施
行
す
る
。

最
高
裁
判
所
長
官

大
谷

直
人
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